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Ⅰ 作成の目的

財政に関する透明性の向上を図る観点から、新たな手法による県財政の情報開示を進めると
ともに、資産と負債の関係を明確化するため、バランスシートを作成した。
また、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない当該年度の行政サービス

の提供を把握するため、行政コスト計算書を作成した。

Ⅱ バランスシートによる県財政状況について

１ 平成１９年度の状況
・県の総資産は平成１９年度末現在で２兆３，８１３億円で、県民１人当たり２７３万２
千円となっている。
・総資産の内訳は、道路橋りょう、公園などのインフラ資産や土地、建物等の有形固定資
産が２兆１，８３５億円（９１．７％ 、投資等が１，４２２億円（６．０％ 、現金・） ）
預金等の流動資産が５５６億円（２．３％）となっている。

・負債総額は１兆２１０億円となっている。
， 、 ． 、・負債の大半を占める地方債の残高は９ ０３４億円で 負債に占める割合は８８ ５％

県民一人あたり１０３万７千円となっている。

２ 前年度との比較
・平成１８年度末と比較して総資産で２０７億円減、県民１人当たり２万４千円減となっ
ている。
・総資産のうち有形固定資産は１６３億円減、投資等は９億円増、流動資産は５３億円減
となっている。
・負債総額は平成１８年度末と比較して２９億円増となっている。
・負債のうち地方債残高は６９億円増、退職給与引当金は４０億円減となっている。

Ⅲ 行政コスト計算書による県財政状況について

１ 平成１９年度の状況
・行政コストの総額は、３，６６５億円で、県民１人当たり４２万１千円となっている。
・性質別行政コストの状況は 「人にかかるコスト」１，２４５億円（３４．０％ 「物に、 ）、
かかるコスト １ ３６１億円 ３７ １％ 移転支出的なコスト が８９１億円 ２」 ， （ ． ）、「 」 （
４．３％ 「その他のコスト」が１６８億円（４．６％）となっている。）、

、 （ ． ）、 （ ．・目的別行政コストの状況は 教育費９５９億円 ２６ ２％ 土木費８３３億円 ２２
７％ 、農林水産業費５４１億円（１４．８％ 、民生費３８４億円（１０．５％）など） ）
となっている。

２ 前年度との比較
・平成１８年度末と比較して総コストで１０２億円減、県民１人当たり１万２千円減とな
っている。
・性質別行政コストは 「人にかかるコスト」が１６８億円減 「物にかかるコスト」が３、 、
９億円増 「移転支出的なコスト」が２３億円増 「その他のコスト」が４億円増となっ、 、
ている。
・目的別行政コストは、教育費が１００億円減、土木費が３０億円増などとなっている。



【バランスシート等の作成基準】

バランスシート及び行政コスト計算書は、国の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」が示

した全国統一的な作成基準により作成したものである。

１ バランスシート作成基準

①会 計 の 範 囲：普通会計

②デ ー タ の 出 典：地方財政状況調査表（決算統計）等

③基 準 日：平成２０年３月３１日時点を基準とし、出納整理期間（４月１日から５月３１

日）の出入金を取り入れた。

④資 産 の 範 囲：昭和４４年度以降（全国的に統計が整備された年度）整備した県有の社会資本

のみを計上し、市町村等への補助金や国直轄事業への負担金については、除い

ている。

⑤資 産 の 評 価 方 法：取得原価とした。

⑥減 価 償 却：各施設別の耐用年数を基準とし、定額法により減価償却を行っている （土地は。

除く ）。

＊主な資産の減価償却期間

庁舎５０年、農業農村整備２０年、道路１５年、橋りょう６０年、

河川５０年、砂防５０年、住宅４０年、学校５０年など

⑦各科目について

【資産の部】

○有 形 固 定 資 産：昭和４４年度からの決算統計の普通建設事業費を積み上げ、減価償却した値を

計上 （用地取得費は減価償却しない ）。 。

減価償却期間は、地方公営企業法施行規則等を参考に、行政目的区分ごとに耐用

年数を設定。

○投資等

・投 資 及 び 出 資 金：投資及び出資金の年度末残高を計上。

・貸 付 金：貸付金の年度末残高を計上。

・基 金：特定目的基金、土地開発基金、定額運用基金を計上。

○流動資産

・現 金 ・ 預 金：１年以内に現金化が可能な、財政調整基金、県債管理基金と歳計現金（形式収

支）を計上。

・未 収 金：県税の収入未済額と県税以外の収入未済額を計上。

【負債の部】

○固定負債

・地 方 債：１年を越える返済予定の地方債を計上。

・退 職 給 与 引 当 金：全職員が自己都合で退職すると仮定した場合の推計退職手当を計上。

○流動負債

・翌年度償還予定額：１年以内返済予定地方債を計上。

【正味資産の部】

○国 庫 支 出 金：昭和４４年度からの普通建設事業に充てられた国庫支出金の累計額を計上。

ただし、用地取得費に充てられた国庫支出金以外は減価償却を行った。

○一 般 財 源 等：資産と負債との差額から国庫支出金を除いた額を計上。

＜欄外注記＞ 債務負担行為に係る補償費等

○物 件 の 購 入 等 に

係 る も の：翌年度以降の支出予定額を記載。

○債 務 保 証 及 び 損

失補償に係るもの：履行すべき額は存在していない債務保証や損失補償の債務負担行為限度額を記載。

○利 子 補 給 等 に

係 る も の：上記以外の債務負担行為に係る補償費等の翌年度以降の支出予定額を記載。



２ 行政コスト計算書作成基準

①会 計 の 範 囲：普通会計

②データの出典：地方財政状況調査表（決算統計）等

③対 象 期 間：平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日。ただし、出納整理期間（平成２０年４

月１日から５月３１日）を取り入れた。

④減 価 償 却：各施設別の耐用年数を基準とし、定額法により減価償却費を計上している （土地は除。

く ）。

⑤各科目について

【行政コスト】

性質の項目について、性質ごとに４つに分類している。

○人 に か か る コ ス ト：人件費、退職給与引当金繰入等を計上。

○物 に か か る コ ス ト：物件費、維持補修費、減価償却費を計上。

、 、 、 （ ） 。○移転支出的なコスト：扶助費 補助費等 繰出金 普通建設事業費 他団体等への補助金等 を計上

、 （ ）、 、 。○そ の 他 の コ ス ト：災害復旧事業費 公債費 利子分のみ 債務負担行為繰入 不納欠損額を計上

【収入項目】

○使 用 料 ・ 手 数 料 等：使用料・手数料、分担金・負担金、寄附金、繰入金、財産収入、諸収入の現年

調定額を計上。

ただし、繰入金から基金の取り崩し額、諸収入から貸付金の元金償還額は除く。

○国 庫 支 出 金：資産形成に資するもの以外の国庫支出金の現年調定額を計上。

○一 般 財 源：地方税の現年調定額、地方譲与税、地方特例交付金等、地方交付税、交通安全

対策特別交付金の決算額を計上。

ただし、地方税には地方消費税清算金を含めた。

○正 味 資 産 国 庫

支 出 金 償 却 額：正味資産に計上した国庫支出金の減価償却額を計上。

○期 首 一 般 財 源 等：前年度のバランスシートの一般財源等の額を計上。

○期 末 一 般 財 源 等：期首一般財源等の額に、差引き一般財源等増減額を加えた額。

この額は本年度末バランスシートの一般財源等の額に一致する。


